
  

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

22年3月期期末配当金の内訳 普通配当15円00銭 記念配当3円00銭  

  

３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：有 

  

        

平成23年3月期  第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 
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上場会社名 株式会社 東栄リーファーライン 上場取引所  ＪＱ 
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代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）河合 弘文 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期第１四半期  2,812  12.3  △119  －  △131  －  △167  －

22年3月期第１四半期  2,502  △33.8  9  △10.1  △22  －  △35  －

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年3月期第１四半期  △27  92 ―   

22年3月期第１四半期  △5  98 ―   

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年3月期第１四半期  10,037  3,692  36.7  614  62

22年3月期  10,786  4,007  37.1  667  15

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 3,692百万円 22年3月期 4,007百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年3月期 ―   0 00 ―   18 00  18  00

23年3月期 ―  

23年3月期（予想）  0 00 ―   15 00  15  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  5,600  △0.7  20  △89.7  △10  －  △30  －  △4  99

通期  11,200  △6.5  570  △8.0  500  △9.1  230  △23.8  38  28

admi
新規スタンプ



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．4「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規    ― 社 （    ―）   、除外    ― 社  （    ―） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１Ｑ 6,050,000株 22年3月期 6,050,000株

②  期末自己株式数 23年3月期１Ｑ 42,784株 22年3月期 42,705株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１Ｑ 6,007,294株 22年3月期１Ｑ 6,007,793株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、中国を中心とするアジアにて景気拡大がみられましたが、５

月上旬のギリシャ財政赤字問題に端を発する欧州諸国の財政危機から経済の先行き不安による円高傾向により、雇

用・所得環境の悪化などは継続し、依然として厳しい状況が続いております。このような環境の下、当社グループの

当第１四半期連結会計期間の売上高は28億１千２百万円(前年同期比３億９百万円 12.3%増）、営業損失１億１千９

百万円(前年同期は営業利益９百万円)、経常損失１億３千１百万円(前年同期は経常損失２千２百万円）、四半期純

損失１億６千７百万円(前年同期は四半期純損失３千５百万円）となりました。  

 セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

① 海運事業 

 海運事業につきましては、洋上転載による運搬量は季節的な要因（例年各海域で４月以降９月まで端境期に入り漁

獲が減少する。）、またインド洋における”ソマリア沖海賊”の活動範囲が広がりを見せたことによる漁獲可能海域

の減少により、さらに漁船の休業及び整備のための入港が予想以上に早まったことにより、大変厳しい環境が続いて

おります。これに対処するために従来の”メバチ・キハダまぐろ”の転載に加え、新たな魚種（さしみ用ビンナガま

ぐろなど）の転載にも積極的な集荷を行っております。その結果、売上高８億９千万円、セグメント損失９千９百万

円となりました。尚、前連結会計年度まで海運事業に区分しておりました船舶貸渡により売上としていた傭船料収入

を新規に船舶貸渡事業とセグメントを別にいたしました。 

② 貿易事業 

 貿易事業につきましては、まぐろ漁業関連商材において、遠洋まぐろ漁業の不振、インド洋での海賊出没、漁船の

休業とマイナス要因が多く、資材・餌の売上を伸ばすことができませんでしたが、円高の効果による輸入国内流通で

のキハダまぐろ販売が伸長し、世界的なまぐろ不漁から、欧州向けにもまぐろ販売を行うことができました。また、

根強い需要のある蓄養まぐろ委託販売、当第１四半期連結会計期間が日本への搬入季節と重なった台湾まぐろ委託輸

入販売は、ともに順調に推移いたしました。日本産食用水産物のアジア地区への輸出は、円高の直撃を受け、激減す

る結果となりました。海外からの水産物加工食品の輸入販売は、国内市場の値下げ圧力が強まる中、円高の効果と相

殺され、昨年同期の水準は確保することができました。結果として、売上高９億７千４百万円、セグメント利益は３

千７百万円となりました。  

③ 洋上給油事業 

 洋上給油事業につきましては、従来の補給海域を拡大し給油量の伸びと販売単価の上昇により、売上高８億２千９

百万円、セグメント利益１千９百万円となりました。  

④ 船舶貸渡事業 

 船舶貸渡事業は、傭船料収入がUSドル建てのため、円高の影響を大きく受け売上高１億１千６百万円、セグメント

損失７百万円となりました。 

  ⑤ 不動産事業 

   不動産事業は、売上高１百万円、セグメント利益０百万円となりました。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債および純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ７億４千８百万円減少し、100億３千７百万円と

なりました。このうち流動資産は前連結会計年度末に比べ６億１千３百万円減少し56億４千万円となりました。これ

は、短期貸付金１億５千４百万円などが増加したものの、受取手形・海運業未収金及び売掛金４億８千５百万円など

の減少があったことによるものです。固定資産は前連結会計年度末に比べ１億３千３百万円減少し43億９千８百万円

となりました。これは船舶で減価償却１億１千３百万円などがあったことによるものです。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ４億３千２百万円減少し、63億４千５百万円となりました。これは、流動負債で

未払法人税等２億１千４百万円、短期借入金２億円、固定負債で長期借入金９千３百万円などの減少があったことに

よるものです。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ３億１千４百万円減少し、36億９千２百万円となりました。これは利益剰余金

２億７千５百万円などの減少があったことによるものです。 

 この結果自己資本比率は、前連結会計年度末より0.3ポイント減少し36.7%になりました。  

②キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という）は、前第１四半期連結会計期間

末に比べて２億４千６百万円増加し11億円となりました。また前連結会計年度末に比べ３千１百万円減少いたしまし

た。 

 その内訳は、営業活動による資金では６億２千万円の収入（前年同期３億６千９百万円の収入）となりました。こ

れは税金等調整前四半期純損失１億５千２百万円（前年同期は１千２百万円の損失）を計上し、たな卸資産の増加額

４百万円（前年同期は１億１千４百万円の減少）などの支出があったものの、売上債権の減少額４億８千７百万円

（前年同期は３億４百万円の減少）、仕入債務の減少額３千８百万円（前年同期は１億５千万円の減少）があったこ

となどによるものです。 

 投資活動による資金では、１億７千２百万円の支出（前年同期４億８千１百万円の収入）となりました。これは貸

付けによる支出５億５千万円があったことなどによるものです。 

 財務活動による資金では、４億６千４百万円の支出（前年同期７億６千９百万円の支出）となりました。これは短

期借入金の純減少額２億円（前年同期は５億円の減少）があったことなどによるものです。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 第２四半期連結累計期間につきましては、洋上給油事業おいて補給海域を拡大し、海運業にては従来のさしみ用ま

ぐろのほか、新たな魚種の集荷に努め、また貿易業では海外水産物の輸入販売に注力を注ぎますが、第１四半期の赤

字を埋めるのみに留まる見込みです。第２四半期以降につきましては、蓄養まぐろ加工事業が寄与し、通期連結業績

につきましては、平成22年５月13日に公表いたしました通り、売上高112億円、営業利益５億７千万円、経常利益５

億円、当期純利益２億３千万円を予想しております。 

 第２四半期累計期間の業績につきましては、平成22年８月10日発表の業績予想の修正に関するお知らせにて公表し

ておりますのでご参照下さい。  



  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

該当事項はありません。  

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用   

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号  平成20年３月20日）を

適用し、連結上必要な修正を行っております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。  

②「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

   当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。  

③四半期連結損益計算書における表示方法の変更 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結損益計算書 

（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

海運業収益 1,228,904 1,006,847

海運業費用 1,121,369 1,065,433

海運業利益又は海運業損失（△） 107,535 △58,585

貿易業収益 822,469 974,752

貿易業費用 773,211 895,612

貿易業利益 49,258 79,139

洋上給油事業収益 449,750 829,560

洋上給油事業費用 438,369 807,199

洋上給油事業利益 11,381 22,360

その他事業収益 980 900

その他事業費用 218 218

その他事業利益 762 682

売上総利益 168,937 43,596

販売費及び一般管理費 159,498 163,152

営業利益又は営業損失（△） 9,439 △119,556

営業外収益   

受取利息 10,754 12,319

受取配当金 2,638 2,460

有価証券評価益 4,281 －

デリバティブ評価益 1,748 6,218

持分法による投資利益 9,028 752

その他 90 6,073

営業外収益合計 28,542 27,825

営業外費用   

支払利息 36,736 28,368

為替差損 21,435 9,971

その他 1,930 1,087

営業外費用合計 60,101 39,427

経常損失（△） △22,120 △131,158

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9,171 4,023

特別利益合計 9,171 4,023

特別損失   

投資有価証券評価損 － 25,782

特別損失合計 － 25,782

税金等調整前四半期純損失（△） △12,949 △152,917

法人税、住民税及び事業税 1,738 2,207

法人税等調整額 21,289 12,653

法人税等合計 23,027 14,861

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △167,778

四半期純損失（△） △35,976 △167,778



（２）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,212,445 1,243,982

受取手形・海運業未収金及び売掛金 2,219,461 2,704,826

有価証券 28,758 28,756

商品及び製品 229,391 237,983

原材料及び貯蔵品 303,755 296,858

立替金 436,850 614,306

繰延税金資産 9,474 9,686

その他 1,231,183 1,153,216

貸倒引当金 △31,960 △35,178

流動資産合計 5,639,359 6,254,438

固定資産   

有形固定資産   

船舶（純額） 3,446,246 3,555,283

建物及び構築物（純額） 178,132 180,415

その他（純額） 6,989 7,413

土地 315,784 315,784

有形固定資産合計 3,947,153 4,058,897

無形固定資産 4,761 5,014

投資その他の資産   

投資有価証券 107,719 129,144

長期貸付金 74,349 83,918

繰延税金資産 132,199 124,860

その他 188,707 183,335

貸倒引当金 △56,384 △53,391

投資その他の資産合計 446,590 467,866

固定資産合計 4,398,505 4,531,778

資産合計 10,037,864 10,786,216



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

海運業未払金及び買掛金 967,849 1,009,301

1年内償還予定の社債 270,000 310,000

短期借入金 756,570 957,140

前受収益 38,675 38,592

未払法人税等 3,165 217,368

賞与引当金 3,750 24,333

役員賞与引当金 2,500 28,000

その他 447,320 217,629

流動負債合計 2,489,830 2,802,364

固定負債   

社債 390,000 430,000

長期借入金 3,053,700 3,146,850

退職給付引当金 166,895 162,006

役員退職慰労引当金 133,495 129,458

その他 111,767 107,738

固定負債合計 3,855,858 3,976,053

負債合計 6,345,688 6,778,417

純資産の部   

株主資本   

資本金 890,000 890,000

資本剰余金 961,593 961,593

利益剰余金 1,944,721 2,220,631

自己株式 △14,601 △14,577

株主資本合計 3,781,713 4,057,647

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 11,053 15,901

繰延ヘッジ損益 △137,506 △111,352

為替換算調整勘定 36,915 45,603

評価・換算差額等合計 △89,537 △49,848

純資産合計 3,692,175 4,007,799

負債純資産合計 10,037,864 10,786,216



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △12,949 △152,917

減価償却費 142,626 117,554

持分法による投資損益（△は益） △9,028 △752

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,513 △225

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,674 △20,583

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,000 △25,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,642 4,889

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,126 4,037

受取利息及び受取配当金 △13,392 △14,780

支払利息 36,736 28,368

有価証券評価損益（△は益） △4,281 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 25,782

デリバティブ評価損益（△は益） △1,748 △6,218

為替差損益（△は益） 22,072 17,604

売上債権の増減額（△は増加） 304,535 487,494

たな卸資産の増減額（△は増加） 114,241 △4,651

前渡金の増減額（△は増加） 18,213 85,607

仕入債務の増減額（△は減少） △150,333 △38,051

その他 237,874 334,504

小計 639,862 842,161

利息及び配当金の受取額 20,205 22,254

利息の支払額 △38,006 △27,447

法人税等の支払額 △252,688 △216,666

営業活動によるキャッシュ・フロー 369,372 620,301

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 50,000 －

有形固定資産の取得による支出 △12,115 △8,956

貸付けによる支出 － △550,000

貸付金の回収による収入 443,815 399,173

その他 △32 △12,533

投資活動によるキャッシュ・フロー 481,667 △172,316

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △500,000 △200,000

長期借入れによる収入 100,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △168,070 △143,720

社債の償還による支出 △130,000 △80,000

配当金の支払額 △71,587 △90,388

その他 △23 △24

財務活動によるキャッシュ・フロー △769,681 △464,132

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,659 △15,387

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 61,699 △31,534

現金及び現金同等物の期首残高 792,080 1,131,992

現金及び現金同等物の四半期末残高 853,780 1,100,457



該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分は主たる業務内容によって区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1）海運事業……超低温冷蔵船運航及び超低温冷蔵船傭船業務、蓄養まぐろ加工運搬業務、船舶貸渡業務 

(2）貿易事業……輸出入貿易業務、冷凍まぐろ輸入代行業務 

(3）洋上給油事業……漁船向け燃油給油業務 

(4）その他事業……不動産賃貸業務  

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）国又は地域の区分は国によっております。 

〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

  （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に所在する販売先への売上高であります。 

     ２．国又は地域の区分は、国によっております。 

     ３．その他の地域には大韓民国、オランダ王国などが含まれております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
海運事業 
（千円） 

貿易事業 
（千円） 

洋上給油事
業（千円）

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 1,228,904  822,469  449,750  980  2,502,105  －  2,502,105

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  840  840 (840)  －

計  1,228,904  822,469  449,750  1,820  2,502,945 (840)  2,502,105

営業利益  52,640  16,801  8,271  944  78,657 (69,217)  9,439

  
日本 

（千円） 
パナマ 

（千円） 
台湾 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  2,379,516  122,589  －  2,502,105  －  2,502,105

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 24,782  238,510  2,160  265,452 (265,452)  －

計  2,404,298  361,099  2,160  2,767,558 (265,452)  2,502,105

営業利益又は営業損失(△)  119,374  △39,578  △5,278  74,517 (65,077)  9,439

  台湾 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  535,314  508,541  1,043,855

Ⅱ 連結売上高（千円）  2,502,105

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  21.39  20.32  41.71



〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社グループは本社に事業・サービス別の部門を置き、各部門は、事業の内容について国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、業務部門を基礎として業務・サービス別のセグメントから構成されており、

「海運事業」、「貿易事業」、「洋上給油事業」、「船舶貸渡事業」及び「不動産事業」の５つを報告セグメン

トとしております。 

 「海運事業」は、超低温冷蔵船運航及び超低温冷蔵船傭船業務、蓄養まぐろ加工運搬業務をしており、「貿易

事業」は、輸出入貿易業務、冷凍まぐろ輸入代行業務、冷凍まぐろ販売業務をしており、「洋上給油事業」は、

漁船向け燃油給油業務をしており、「船舶貸渡事業」は船舶貸渡業務、「不動産事業」は、不動産賃貸業務をし

ております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（注）１. セグメント損失の調整額70,901千円には、セグメント間取引消去840千円、各報告セグメントに 

        配分していない全社費用70,061千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属 

        しない一般管理費であります。  

     ２. セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号   

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針  

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。   

該当事項はありません。 

  

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注１） 

四半期連結
損益計算書
計上額   
（注２） 

海運事業 貿易事業 
洋上給油 

事業 
船舶貸渡 

事業  
不動産事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  890,466  974,752  829,560 116,381  900  2,812,060  －  2,812,060

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  － － 840  840  (840)  －

計  890,466  974,752  829,560 116,381  1,740  2,812,900  (840)  2,812,060

セグメント利益     

又は損失（△） 
 △99,736  37,972  19,827  △7,648 930  △48,655  (70,901)  △119,556

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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